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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　２０ｋＨｚ以上１００ｋＨｚ以下の周波数の超音波振動を発生する治療用超音波振動子
であって、
　先端側から長手軸に沿って順に、第１の金属体と、複数の圧電素子を分極方向が交互に
逆方向となるように前記長手軸方向に積層してなる積層体と、第２の金属体とを有し、こ
れらをボルトによって一体に締結してなる振動子本体と、
　該振動子本体の、前記超音波振動の節となる位置またはその近傍に形成された半径方向
外方に突出するフランジ部を介し、前記振動子本体の熱を該振動子本体の外部へ放出する
放熱手段とを備える治療用超音波振動子。
【請求項２】
　前記振動子本体が、前記第１の金属体の先端側に、該第１の金属体と一体に接続された
ホーンを有し、
　前記第１の金属体と前記ホーンとの前記長手軸方向の接続位置は、前記超音波振動の腹
の位置における振動速度に対する振動速度の比が０．０５以上０．３以下となる位置であ
る請求項１に記載の治療用超音波振動子。
【請求項３】
　前記放熱手段が、前記振動子本体を前記長手軸方向に収容し、その外周面に半径方向外
方に突出する複数の放熱フィンを有する筒状の放熱管を備える請求項１または請求項２に
記載の治療用超音波振動子。
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【請求項４】
　前記放熱手段が、前記フランジ部に固定されたペルチェ素子を備える請求項１から請求
項３のいずれかに記載の治療用超音波振動子。
【請求項５】
　前記第１の金属体および前記第２の金属体が、その外周面に形成された複数の放熱溝を
有する請求項１から請求項４のいずれかに記載の治療用超音波振動子。
【請求項６】
　前記第２の金属体が、その基端面に、前記長手軸方向に延びる複数の放熱フィンを備え
る請求項１から請求項５のいずれかに記載の治療用超音波振動子。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、治療用超音波振動子に関し、特に、超音波処置具に搭載されるボルト締めラ
ンジュバン型の治療用超音波振動子に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、超音波処置具用の超音波振動子として、ボルト締めランジュバン型（ＢＬＴ）振
動子が使用されている（例えば、特許文献１，２参照。）。ＢＬＴ振動子は、圧電素子を
、アルミ合金やチタン合金のような高剛性の一対の金属体の間に挟み、圧電素子と一対の
金属体とをボルトで強固に締結したものであり、強力な超音波振動を発生することができ
る。
【０００３】
　超音波処置具の処置性能は、超音波振動子が発生する超音波振動の強さに依存するが、
超音波振動を増強するために超音波振動子に供給する電力を増大すると、超音波振動子の
発熱量が増大する。そこで、超音波振動子からの放熱を促進する手段を備えた超音波処置
具が知られている（例えば、特許文献３参照。）。特許文献３の超音波処置具は、超音波
振動子を内蔵するケースの外側表面に放熱フィンを設け、該放熱フィンによって、超音波
振動子からケースに伝達された熱の放出を図っている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特許第４６４２９３５号公報
【特許文献２】特開昭６１－１８２９９号公報
【特許文献３】特開２００１－３２１３８８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　骨や軟骨、石灰化組織のような硬い組織の処置する場合、特に強力な超音波振動が必要
とされ、そのために超音波振動子への供給電力を増大する必要がある。このような使用に
おいては、超音波振動子の発熱量が特許文献３の放熱フィンによる放熱性能を超えてしま
い、特許文献３の放熱フィンでは超音波振動子の過熱を抑制することができないという問
題がある。超音波振動子が一度過熱してしまうと、超音波振動子の温度が正常範囲に下が
るまで処置を一時停止しなければならず、全体の処置時間が長くなるという不都合がある
。
【０００６】
　本発明は、上述した事情に鑑みてなされたものであって、過熱を効果的に抑制し、高い
処置性能を発揮し続けることができる治療用超音波振動子を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記目的を達成するため、本発明は以下の手段を提供する。



(3) JP 5963811 B2 2016.8.3

10

20

30

40

50

　本発明は、２０ｋＨｚ以上１００ｋＨｚ以下の周波数の超音波振動を発生する治療用超
音波振動子であって、先端側から長手軸に沿って順に、第１の金属体と、複数の圧電素子
を分極方向が交互に逆方向となるように前記長手軸方向に積層してなる積層体と、第２の
金属体とを有し、これらをボルトによって一体に締結してなる振動子本体と、該振動子本
体の、前記超音波振動の節となる位置またはその近傍に形成された半径方向外方に突出す
るフランジ部を介し、前記振動子本体の熱を該振動子本体の外部へ放出する放熱手段とを
備える治療用超音波振動子を提供する。
【０００８】
　本発明によれば、圧電素子に高周波電力が供給されることによって振動子本体が発生し
た超音波振動を、振動子本体から直接または他の部材を介して組織に与えることによって
、組織に対して粉砕や溶解等の処置を行うことができる。
　この場合に、振動子本体のうち、超音波振動による歪み量が最大となり、発熱量が最大
となる節の位置に接続された放熱手段によって、振動子本体の熱が高効率で放出されるの
で、振動子本体の過熱が効果的に抑制される。したがって、圧電素子に大きな高周波電力
が供給された場合に、振動子本体は、過熱することなく高い処置性能を発揮し続けること
ができる。
【０００９】
　上記発明においては、前記振動子本体が、前記第１の金属体の先端側に、該第１の金属
体と一体に接続されたホーンを有し、前記第１の金属体と前記ホーンとの前記長手軸方向
の接続位置は、前記超音波振動の腹の位置における振動速度に対する振動速度の比が０．
０５以上０．３以下となる位置であることが好ましい。
　このようにすることで、比較的脆弱なホーンと第１の金属体との境界面を、大きな応力
が発生する節の位置からずれた位置に配置しつつ、ホーンの、長手軸方向の途中位置に位
置する節からの良好な放熱効果を得ることができる。
【００１０】
　また、上記発明においては、前記放熱手段が、前記振動子本体を前記長手軸方向に収容
し、その外周面に半径方向外方に突出する複数の放熱フィンを有する筒状の放熱管を備え
ていてもよい。
　このようにすることで、振動子本体の外周面を覆う大面積の放熱管によって、全体の径
寸法をほとんど増加することなく、高い放熱性能を得ることができる。
【００１１】
　また、上記発明においては、前記放熱手段が、前記フランジ部に固定されたペルチェ素
子を備えていてもよい。
　このようにすることで、ペルチェ素子によって振動子本体から能動的に吸熱することに
よって、高い放熱性能を得ることができる。
【００１２】
　また、上記発明においては、前記第１の金属体および前記第２の金属体が、その外周面
に形成された複数の放熱溝を有していてもよい。
　また、上記発明においては、前記第２の金属体が、その基端面に、前記長手軸方向に延
びる複数の放熱フィンを備えていてもよい。
　このようにすることで、節の位置のみならず、金属体の外表面からも効率的に放熱され
るので、放熱性能をさらに向上することができる。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、過熱を効果的に抑制し、高い処置性能を発揮し続けることができると
いう効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明の第１の実施形態に係る超音波振動子の全体構成を示す（ａ）側面図およ
び（ｂ）基端側から長手軸方向に見た背面図である。
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【図２】図１の超音波振動子の縦振動における（ａ）節の位置と、（ｂ）長手軸方向の各
位置の変位量とを示す図である。
【図３】図１の超音波振動子の変形例を示す（ａ）側面図および（ｂ）基端側から長手軸
方向に見た背面図である。
【図４】図１の超音波振動子のもう１つの変形例を示す側面図である。
【図５】本発明の第２の実施形態に係る超音波振動子の全体構成を示す（ａ）側面図およ
び（ｂ）基端側から長手軸方向に見た背面図である。
【図６】図５の超音波振動子の変形例を示す側面図である。
【図７】図５の超音波振動子のもう１つの変形例を示す側面図である。
【図８】図１および図５の振動子本体の変形例を示す側面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
（第１の実施形態）
　以下に、本発明の第１の実施形態に係る治療用超音波振動子１０について図１から図４
を参照して説明する。
　本実施形態に係る治療用超音波振動子１０は、図１（ａ），（ｂ）に示されるように、
ボルト締めランジュバン型（ＢＬＴ）振動子からなる振動子本体（以下、単に「本体」と
いう。）１と、該本体１を収容する放熱管２とを備えている。符号１４は、治療用超音波
振動子１０の外側を被覆する電気絶縁性の外筒である。
【００１６】
　本体１は、先端側から長手軸Ａに沿って順に、ホーン３と、第１の金属体４と、複数枚
の圧電素子からなる積層体５と、第２の金属体６とを備えている。また、本体１は、第１
の金属体４、積層体５および第２の金属体６を一体に締結するための、ボルト７とナット
８とを備えている。
【００１７】
　圧電素子は、ＰＺＴ（チタンジルコ酸塩）のような圧電材料からなる板状の部材であっ
て、厚さ方向に分極している。積層体５は、複数枚の圧電素子が、分極方向が交互に逆方
向になるように長手軸Ａ方向に積層されてなる。
　第１の金属体４および第２の金属体６は、アルミニウムを主成分とする合金またはセラ
ミックス（例えば、ジュラルミン）からなる柱状の部材である、金属体４，６の外周面に
は、周方向に延びる多数の放熱溝４ａ，６ａが長手軸Ａ方向に間隔を空けて形成されてい
る。放熱溝４ａ，６ａによって各金属体４，６の表面積が増大し、金属体４，６からの放
熱が促進されるようになっている。
【００１８】
　ホーン３およびボルト７は、高い超音波伝播効率と高い強度とを有する金属からなる単
一の部材であって、好ましくは、６４チタン合金（ＡＳＴＭ規格のＢ３４８　Ｇｒａｄｅ
５）からなる。ホーン３は、先端に向かって先細となる略円錐状である。ボルト７は、ホ
ーン３の基端面から基端側へ向かって長手軸Ａに沿って真っ直ぐに延びている。
【００１９】
　第１の金属体４、積層体５および第２の金属体６には、長手軸Ａに沿って貫通し、ボル
ト７が挿入されるボルト穴９が形成されている。ナット８は、第２の金属体６の基端面か
ら突出するボルト７の先端部分に締結され、これによって、積層体５が第１の金属体４と
第２の金属体６とによって両側から強固に締め付けられている。なお、ナット８を省略し
、第２の金属体６が、ボルト７と締結する雌ねじを有することによってナット８を兼ねて
いてもよい。
【００２０】
　図示しない高周波電源からの高周波電力が積層体５に印加されると、積層体５が長手軸
Ａ方向の縦振動を発生し、発生された縦振動がボルト７を介してホーン３に伝達され、ホ
ーン３の先端が長手軸Ａ方向に振動する。このときに、縦振動が、ホーン３の基端から先
端へ伝達する間に増幅されることによって、ホーン３の先端において大きな振幅の振動が
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得られる。ここで、高周波電力の周波数は、図２（ａ），（ｂ）に示されるように、本体
１の先端、中間位置および基端が縦振動の腹となるように、２０ｋＨｚ以上１００ｋＨｚ
以下の範囲内から選択される。図２（ａ）において、矢印Ｎ１，Ｎ２が縦振動の節を示し
ている。
【００２１】
　本体１はさらに、先端側の節Ｎ１の位置またはその近傍に、半径方向外方に突出し、高
い熱伝導性を有する金属からなる環状のフランジ部１１を備えている。すなわち、フラン
ジ部１１の、本体１への長手軸Ａ方向の取り付け位置は、振動速度が０となる位置となっ
ている。
　また、金属体４と、フランジ１１を有するホーン３との境界面Ｂでの縦振動の振動速度
をＶ１とし、腹の位置での縦振動の振動速度をＶ２としたときに、振動速度比Ｖ１／Ｖ２
は、０．０５以上０．３以下であることが好ましい。振動速度比Ｖ１／Ｖ２が０．３より
も大きい場合には、ホーン３が、振動速度の速い位置において金属体４に接続されること
によって、ズレ振動などの、本来の長手軸Ａ方向の縦振動以外の振動が発生して発熱し易
くなり、後述する放熱管２による放熱性能を十分に得られない可能性がある。一方、互い
に異なる種類の金属同士の境界面Ｂを節Ｎ１に配置した場合には、強度不足になり得る。
そのため、ホーン３と金属体４との境界面Ｂは、節Ｎ１から若干離れた、振動速度比Ｖ１
／Ｖ２が０．０５以上となる位置に配することが好ましい。
【００２２】
　放熱管２は、高い熱伝導性を有する金属からなる筒状であり、その先端の開口部からホ
ーン３の先端部分を突出させた状態で本体１を収容している。放熱管２の外周面には、周
方向に延びる多数の放熱フィン２ａが長手軸Ａ方向に間隔を空けて配列して設けられてい
る。放熱管２は、フランジ部１１の外周面に固定されている。
【００２３】
　次に、このように構成された治療用超音波振動子１０の作用について説明する。
　本実施形態に係る治療用超音波振動子１０は、生体内の組織に超音波振動を与えること
によって組織の粉砕や溶解等の処置を行う超音波処置装置に搭載されるものである。超音
波処置装置が備える高周波電源から、２０ｋＨｚ以上１００ｋＨｚ以下の範囲の周波数の
高周波電力が積層体５に供給されると、積層体５が長手軸Ａ方向の縦振動を発生し、ホー
ン３の先端が超音波振動する。したがって、超音波振動するホーン３の先端を患部に接触
させることによって、患部の粉砕や溶解等の処置を行うことができる。
【００２４】
　この場合に、本実施形態によれば、積層体５に供給された高周波電力のうち、大部分は
機械的振動に変化されるが、一部は熱に変換される。本体１において生じた熱は、金属体
４，６に設けられた放熱溝４ａ，６ａと本体１の外側に設けられた放熱管２とによって、
該放熱管２の外部に放出され、さらに外筒１４の外部に放出されるので、本体１の過熱が
抑制される。特に、本体１のうち、歪み量が最大となる節Ｎ１，Ｎ２の位置において発熱
量が最大となるが、節Ｎ１の位置に放熱管２がフランジ部１１を介して本体１に連結され
ているので、本体１の熱が高効率で放熱管２を介して放出される。したがって、ホーン３
の先端の振動振幅を増大して処置性能を高めるために、積層体５に供給する高周波電力を
増大した場合にも、治療用超音波振動子１０は、過熱することなく作動し続けることがで
き、高い処置性能を発揮し続けることができることができるという利点がある。
【００２５】
　さらに、従来のＢＬＴ振動子は一般に、金属体としてチタン製を使用しているが、本実
施形態に係る治療用超音波振動子１０は、チタンよりもはるかに高い熱伝導率を有するア
ルミニウム製の金属体４，６を使用している。したがって、積層体５において発生した熱
を、金属体４および放熱管２を介してさらに効率的に放出することができ、本体１全体の
全長を短くすることができるという利点がある。
【００２６】
　なお、本実施形態においては、図３（ａ），（ｂ）に示されるように、第２の金属体６
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の基端面に、長手軸Ａ方向に延びる複数の放熱フィン６ｂが間隔を空けて設けられていて
もよい。図３（ａ），（ｂ）の例では、放熱フィン６ｂは、長手軸Ａを中心とする周方向
に配列して設けられている。
　本体１のうち、組織に対して仕事を行うのはホーン３の先端部分のみである。そこで、
本体１の基端に放熱フィン６ｂを設けることによって、治療用超音波振動子１０の処置動
作に影響を与えることなく、治療用超音波振動子１０の放熱性能をさらに向上することが
できる。
【００２７】
　また、本実施形態においては、縦振動の２つの節Ｎ１，Ｎ２のうち、先端側の節Ｎ１に
おいて本体１と放熱管２とをフランジ部１１を介して接続することとしたが、これに代え
て、またはこれに加えて、図４に示されるように、基端側の節Ｎ２において本体１と放熱
管２とを接続してもよい。この場合、節Ｎ２は、積層体５に位置するので、２枚の圧電素
子の間に挟まれた、圧電素子よりも大径の金属板１２をさらに備え、該金属板１２の、積
層体５の外周面から半径方向にフランジ状に突出する周縁部分または外周面が、放熱管２
と連結固定される。
　このようにしても、図１（ａ），（ｂ）に示される構成と同様の放熱効果を得ることが
できる。
【００２８】
（第２の実施形態）
　次に、本発明の第２の実施形態に係る治療用超音波振動子２０について図５から図７を
参照して説明する。
　本実施形態に係る治療用超音波振動子２０は、放熱管２に代えて、ペルチェ素子１３を
備えている点において、第１の実施形態に係る治療用超音波振動子１０と異なっている。
したがって、本実施形態においては、ペルチェ素子１３について主に説明し、その他の第
１の実施形態と共通する構成については、同一の符号を付して説明を省略する。
【００２９】
　治療用超音波振動子２０は、図５（ａ），（ｂ）に示されるように、金属板１２を備え
ている。金属板１２は、図４に示される金属板１２と同様である。金属板１２の、積層体
５の外周面から半径方向にフランジ状に突出する環状の周縁部分（フランジ部）１２ａに
は、複数個のペルチェ素子１３が、その吸熱面が金属板１２の表面と接触するように、周
方向に並んで接着剤によって固定されている。各ペルチェ素子１３は、図示しない電線を
介して電流が供給されることによって、金属板１２を介して積層体５から熱を吸収し、吸
熱面と対向する放熱面から熱を放出するようになっている。
【００３０】
　このように構成された治療用超音波振動子２０によれば、積層体５への高周波電力の供
給によって本体１において生じた熱は、ペルチェ素子１３によって吸収され、該ペルチェ
素子１３の放熱面から放出され、さらに外筒１４の外部に放出されるので、本体１の過熱
が抑制される。特に、本体１のうち、発熱量が最大となる節Ｎ２の位置にペルチェ素子１
３が金属板１２を介して接続されているので、本体１の熱が高効率でペルチェ素子１３に
よって放出される。したがって、ホーン３の先端の振動振幅を増大して処置性能を高める
ために、積層体５に供給する高周波電力を増大した場合にも、治療用超音波振動子２０は
、過熱することなく作動し続けることができ、高い処置性能を発揮し続けることができる
という利点がある。その他の効果は、第１の実施形態と同様であるので、説明を省略する
。
【００３１】
　なお、本実施形態においては、図６に示されるように、第２の金属体６の基端面にもペ
ルチェ素子１３が設けられていてもよい。図６には、ナットを兼ねた第２の金属体６が示
されており、第２の金属体６の平坦な基端面にペルチェ素子１３が固定されている。この
ようにすることで、治療用超音波振動子２０の処置動作に影響を与えることなく、治療用
超音波振動子２０の放熱性能をさらに向上することができる。
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　また、本実施形態においては、ペルチェ素子１３を、本体１の基端側の節Ｎ２の位置に
、金属板１２を介して接続することとしたが、これに代えて、またはこれに加えて、図７
に示されるように、本体１の先端側の節Ｎ１の位置に、ペルチェ素子１３を接続してもよ
い。この場合、上述したフランジ部１１の表面にペルチェ素子１３を固定すればよい。
　また、第１の実施形態において説明した放熱管２と、第２の実施形態において説明した
ペルチェ素子１３とは、適宜組み合わせて用いてもよい。
【００３３】
　また、第１および第２の実施形態においては、放熱溝４ａ，６ａおよび放熱フィン２ａ
の形状は、適宜変更可能である。例えば、図８に示されるように、放熱溝４ａ，６ａが、
周方向に間隔を空けて長手軸Ａ方向に形成されていてもよい。同様に、放熱フィン２ａも
、周方向に間隔を空けて長手軸Ａ方向に形成されていてもよい。
【符号の説明】
【００３４】
　１　振動子本体
　２　放熱管（放熱手段）
　２ａ　放熱フィン
　３　ホーン
　４，６　金属体
　４ａ，６ａ　放熱溝
　５　積層体
　６ｂ　放熱フィン
　７　ボルト
　８　ナット
　９　ボルト穴
　１０，２０　治療用超音波振動子
　１１　フランジ部
　１２　金属板
　１２ａ　周縁部分（フランジ部）
　１３　ペルチェ素子（放熱手段）
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